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研究成果要約 

作成年月 平成 30 年 3 月 

研究テーマ名 「交通運輸分野の国際競争力強化・新市場の創出－国際競争力強化に向けた

物流の効率化に資する技術開発－」 

研究課題名 物流用ドローンポートシステムの研究開発 

研究代表者名 ブルーイノベーション株式会社 代表取締役社長 熊田 貴之 

研究期間 平成 29 年 10 月 6 日～平成 30 年 3 月 30 日 

研究の目的 背景 物流業界では、輸送のコストが増大するとともに、トラックドライバ

ー等の労働力不足、また過疎地域における配送コストなどが課題として挙げ

られ、効率化・低コスト化が求められている。物流の効率化・低コスト化の

対策の一つとして、無人航空機（ドローン）に注目が集まっている。ドロー

ンを活用した物流サービスでは、荷物配送が無人化されるため人件費を抑制

でき、また、空路で移動するため配達時間の短縮や定時性が向上し、物流の

効率化・低コスト化が期待されている。 

一方、ドローンを物流へ活用する際には、安全性確保の点から目視外飛行

の離着陸時に周囲の安全を確実に確保することと、技術上の点から高精度・

安全な自動離着陸を可能にすることが課題となっている。 

目的 本研究開発では、ドローンによる物流を実現するために、安全に自動

離着陸が可能で、且つ安価に設置できる物流用ドローンポートシステムを開

発する事を目的とする。 

研究成果の要旨 （１）安全で高精度な離着陸システムの研究開発 

①高精度なドローンの自動離着陸システムの開発 

②物流用ドローンポート周囲のリアルタイム風速・風向予測システムの

開発 

③物流用ドローンポートへの第三者侵入検知システムの開発 

④物流用ドローンポートシステムの検証実験 

（２）ITを利用した物流用ドローンポートの統合管理クラウドの開発 

（３）物流用ドローンポート連絡会の開催 

（４）物流用ドローンポートシステムの実用化に向けた課題と対応策の机上

検討 

（５）過疎地における物流用ドローンポートシステムの利用マニュアル作成 

  

知的財産権 

取得状況 
特許出願    1 件 

著作権登録   0 件 

研究成果発表実績 論文発表：国内 0 件、海外 0 件 
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研究開発の目的と実施体制 

 

研究開発の目的 

 ドローンによる物流を実現するために、安全に自動離着陸が可能で、且つ安価に設置できる物流用

ドローンポートシステムを開発することを目的とする。 

 

研究実施体制 

 本研究は、ブルーイノベーション株式会社を総括研究機関とし、国立大学法人東京大学 鈴木・土

屋研究室と共同して実施した。担当機関の研究実施の流れを示すチャートは以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

機関名  

国立大学法人東京大学 鈴木・土屋研究室 

 

機関研究代表者名 

 土屋 武司 

 

研究内容 

(1)安全で高精度な離着陸システムの研究開

発 

①高精度なドローンの自動離着陸システム

の開発 

④物流用ドローンポートシステムの検証実

験 

 

 

 

 

 

 

 

機関名 

ブルーイノベーション株式会社 

 

機関研究代表者名 

 熊田 貴之 

 

研究内容 

(1)安全で高精度な離着陸システムの研究開

発 

①高精度なドローンの自動離着陸システム

の開発 

②物流用ドローンポート周囲のリアルタイ

ム風速・風向予測システムの開発 

③物流用ドローンポートへの第三者侵入検

知システムの開発 

④物流用ドローンポートシステムの検証実

験 

（2）IT を利用した物流用ドローンポートの

統合管理クラウドの開発 

（3）物流用ドローンポート連絡会の開催 

（4）物流用ドローンポートシステムの実用化

に向けた課題と対応策の机上検討 

（5）過疎地における物流用ドローンポートシ

ステムの利用マニュアル作成 

全体課題名 

「物流用ドローンポートシステムの研究開発」 

機関名及び研究代表者氏名 

  ブルーイノベーション株式会社 熊田貴之 



研究開発成果  

１．序論 

（１）研究の背景・課題及び目的 

1）研究背景 

2015年 11月 5日に開催された「未来投資に向けた官民対話」（第２回）において、安倍総理から

「早ければ３年以内に、ドローン（小型無人航空機）を使った荷物配送を可能にすることを目指す」

ことが示された。ドローンの飛行範囲は、高度 0m～数百 m程度の従来未利用な空間が対象となり、こ

の空間の有効活用例として物流サービスが、世界的に注目されている。Amazonが 2013年に宅配サービ

スの構想を発表した後、海外（スイス郵便、DHLなど）および国内で実現への取り組みが始まり、急速

にドローンの物流サービスへの期待が高まっている。 

一方、こうしたドローンの可能性に注目が集まるにしたがって、その安全性についても議論の対象

となることが多くなってきたのではないだろうか。 2015年 4月の首相官邸への無人機落下事件はド

ローンの安全性について様々な議論を呼ぶこととなり、この事件を一つの契機としてドローン飛行に

関する法整備が進められていった。 2015年 12月の航空法改正において、高さ 150m以上の空域や、

人口密度が 1km2あたり 4000人以上の人口集中地区上空においてドローンは原則飛行禁止となった。

この飛行禁止区域では、飛行させるドローンに対して国土交通省による機体の性能や安全性について

の審査が行われ、許可された場合にのみ飛行が可能となる。また、物流における飛行と関連性が高い

と考える目視外飛行について、機体の機能及び性能、無人航空機を飛行させる者並びに安全を確保す

るための体制に求められる要件等を明らかにするため、「無人航空機の目視外及び第三者上空等での飛

行に関する検討会」を設けた。 

また、国土交通省は、同検討会の分科会あたる「物流分科会」において、とりわけ物流利用に求め

られる要件等の検討を行った。これらの動きを通じて、わが国としてもドローンの物流サービス実施

に向けた環境整備を整えつつある。 

 

 

2）物流分野へのドローンの活用意義 

物流業界では、輸送のコストが増大するとともに、トラックドライバー等の労働力不足が課題とし

て挙げられ、効率化・低コスト化が求められている。労働力不足が深刻化する物流分野において、ド

ローンは、近い将来、人手を掛けずに短時間で貨物を届けることのでき輸送手段として、大きな期待

が寄せられている。また、人口が薄く分散し、宅配便の配送効率が低下している過疎地等において

は、人手を掛けずに配送出来ることは大きなメリットであり、いわゆる買い物難民対策としての活用

が期待されており、過疎地や離島等は早期の事業化が期待される地域となっている。 

 

3）物流分野へのドローンの活用に向けた主な課題 

a）物流分野固有の課題 

ドローンを物流へ活用する場合、離陸後、配送先まで飛行し、一旦着陸する。その後、荷物を降ろ

した上で、再度離陸し、元の場所へ戻るなど、極めて複雑な物流プロセスとなる。事業化するために

は、配送先までの飛行中や配送先での離着陸時などの安全性の確保が課題として挙げられる。 

b）改正航空法への対応 

ドローンの使用に関しては、2015年の航空法の空域と飛行方法が定められ、飛行安全上リスクが高



い場合には、申請して許可を得ることが必要になる。ドローンによる物流においては、特に、第三者

上空の飛行や、目視外の飛行安全を確保する必要がある。 

c）技術上の課題 

ドローンの GPSを利用した自動飛行はすでに可能であるが、位置推定に数 mの誤差がある。ドロー

ンによる物流を行なうには、離陸、着陸の自動化も求められるが、離着陸時は地面や物体に近づくた

め、ドローンの位置に大きな誤差があると、衝突・墜落などの危険性が排除できない。したがって、

①「ドローンの高精度な自動離着陸手法の確立」が課題である。また、離着陸時の強風や人の侵入に

対して安全に離着陸するには、②「ドローン離着陸時の安全確保」も課題と考えられる。 

d）本研究開発の目的 

ドローンの物流への活用を実現するためには、安全に自動離着陸が可能なドローン用の離着陸基地

（ドローンポート）とそのシステムを開発することが、ドローンの物流利用の最大の課題と言える。

その際、ドローンの利便性を活かし全国に普及させるためには、安価に設置できるものでなくてはな

らないといった制約も存在する。本研究開発は、安全に自動離着陸が可能で、且つ安価に設置できる

物流用ドローンポートシステムを開発する事を目的とする。 

２．本研究開発の目標と最終成果 

(1) 本事業による最終成果 

物流用ドローンポートシステムの開発により、ドローンによる物流サービス実現のための技術課題

①ドローンの高精度な自動離着陸、技術課題②ドローン離着陸時の安全確保が解決できる。 

ドローンは、物流分野の課題（物流輸送コスト増加、物流数の増加、労働力不足、買い物難民への

対策）などに貢献できると考えられる。 

 

 

図 2.1 物流用ドローンポートのシステム概要 



 

物流用ドローンポートは、物流事業者のニーズを踏まえ、様々な利用シーン・利用場所・コストに

合わせて展開できるように、技術検討を進め、物流用ドローンポートの標準モデルを検討する。これ

により、日本国内のみならず、新たな物流システムとして海外展開が可能となる。 

 

３．研究成果 

 (1) 研究結果のまとめ 

 本研究「物流用ドローンポートの開発」を達成するために、（1）安全で高精度な離着陸システム

と、（2）ITを利用した物流用ドローンポートの統合管理クラウドの開発、 

(3)物流用ドローンポート連絡会の開催、(4)物流用ドローンポートシステムの実用化に向けた課題と

対応策の机上検討、(5)過疎地における物流用ドローンポートシステムの利用マニュアル作成の目標と

実施内容・結果について、表 3.1にまとめた。 

 

 

 

 

表 3.1 物流用ドローンポートの技術課題と平成 29年度の達成目標 

研究項目 実施目的・目標 実施内容 結果 

（1） 

安全で高精度な
ドローンの自動
離着陸システム
の開発 

・ポートへの離着
地区可否の判断を
受ける受信部分と
同情報のドローン
への送信部分の開
発 
・ドローンの飛行
制御の開発 
・インターフェー
ス仕様書の作成 
・風速・風向計の
値より判断した離
着陸可否につい
て、ポートから統
合管理クラウドへ
と通知する機能の
開発 
・第三者侵入検知
情報より判断した
離着陸可否につい
て、ポートから統
合管理クラウドへ
と通知する機能の
開発 
・物流用ドロー
ンポートシステ
ムの実験 

・ドローンポートモジュール
の開発 
・マーカー検知システムのカ
メラ位置の変更 
・ドローンの飛行制御(空中
静止・再開)の開発 
・マーカーの検討 
・インターフェース仕様書の
作成 
・リアルタイム風速・風向観
測システム及び第三者侵入検
知システムの通知機能の開発 
・本システムの統合実証実験 

・ポートへの離着陸可否の判
断をうける受信部分と同情報
のドローンへの送信部分を開
発した。 
・マーカー検知システムのカ
メラ位置を真下から側面に変
更し、荷物の自由度が増し
た。 
・ドローンの着陸の安全性が
確認出来ない事象が発生した
場合、本システムからモジュ
ールを介してドローンの飛行
制御(空中静止・再開)が出来
る機能を開発した。 
・マーカーの配置方法を変更
することで、着陸の安定性が
高まった。 
・インターフェース仕様書を
検討し、作成した。 
・風速・風向情報、第三者侵
入検知情報を統合管理クラウ
ドに伝達し、着陸不能時に通
知する機能を開発した。 
・上記のシステムが動作する
ことを確認するため、実証実
験を行った。 

(2) 

ITを利用した物
流用ドローンポ
ートの統合管理
クラウドの開発 

Web上で各ドロ
ーンポートの情
報・ドローンの
情報・ドローン

Web上で各ドローンポートの
情報・ドローンの情報・ドロ
ーンの離着陸の可否を閲覧表
示可能なシステムの開発・検

Web上で各ドローンポートの
情報・ドローンの情報・荷物
の情報・飛行計画の情報・ド
ローンの離着陸の可否を閲覧



の離着陸の可否
を確認 

証 できることを確認した 

(3) 連絡会の開催 
事業者からの意見収集 29年度に 2回開催し、物流事

業者、技術者の意見を収集し
た。 

（4） 

物流用ドローン
ポートシステム
の実用化に向け
た課題と対応策
の机上検討 

ドローンポート
実用化にあたっ
ての課題と課題
を解決する為の
仮説を作成 
 

以下の課題について、図表を
使って整理 

 課題：想定顧客、設置地

域、コスト、構成、素材、設

置方法、フェイルセーフ 

 

各課題について現状と対応策
を整理し、連絡会の中で有識
者から意見聴取を行った。 
 

(5) 

過疎地における
物流用ドローン
ポートシステム
の利用マニュア
ル作成 

ドローンポート
の利用方法につ
いてわかりやす
く整理 

ドローンポートの利用方法に
加えて、ドローン物流の運用
上の諸留意事項について整理 

ドローンポートの利用方法及
びドローン物流の運用上の諸
留意事項について整理し、連
絡会の中で有識者から意見聴
取を行った。 

 

 

（１）安全で高精度な離着陸システムの研究開発 

本研究項目では、物流用ドローンポートへの離着陸可否の判断をうける受信部分と同情報のドローン

への送信部分の開発と、ドローンの飛行制御（空中静止・再開）の開発、また、上記開発部分におい

てインターフェース仕様書を作成した。 

 

a. 物流用ドローンポートへの離着陸可否の判断をうける受信部分と同情報のドローンへの送信部分の

開発 

物流用ドローンポートへの離着陸可否の判断をうける受信部分と同情報のドローンへの送信部分（以

下、ドローンポートモジュール、略してモジュールという）を開発した。モジュールの外観は以下図

3.1の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 モジュール 

 

モジュールは、機体のフライトコントローラーに接続することで、機体をドローンポートシステムと

連動させ、制御できるようにする機能を持った部品であり、ドローンポートのマーカー検知用カメ

ラ、および、認識したマーカー情報を処理してドローンポートシステムとの通信を行う小型コンピュ

ータによって構成されている。 



当該モジュールを用いる事で、実験専用機体ではなく一般機体に対してドローンポートシステムを接

続する事が可能となった。（実験の詳細については、後段(3)「実証実験」の項参照） 

 

b. ドローンの飛行制御（空中静止・再開）の開発 

リアルタイム風速観測システム及び第三者侵入検知システムにより、ドローンの着陸の安全性が確認

出来ないと事象が発生した場合、ドローンポートシステムからモジュールを介してドローンの飛行制

御（空中静止・再開）が出来る機能を開発した。（実験の詳細については、後段 d.「実証実験」の項参

照） 

 

c. インターフェース仕様書の作成 

下記について、インターフェース仕様書を作成した。 

  ・ポート管理用 PCと統合管理クラウド間のやり取り 

  ・ポート管理用 PCとモジュール間のやり取り 

 

 

d. 実証実験 

＜参考実験(※)＞ 

参考実験概要は以下図 3.2の通り。 

 

図 3.2 参考実験概要 

実験結果： 

① 遠隔監視地点において、統合管理クラウドを用いて各ドローンポートの情報が取得・表示可能であ

ることと共に、ドローンポートによる機体の離着陸制御の様子を遠隔監視可能であることを確認でき

た。（以下、図 3.3参照） 



 

 

図 3.3 統合管理クラウドを利用したドローンポート状況の遠隔監視 

 

 

② ドローンポート付近の異常を検知（侵入検知等）した際、機体の安全な空中停止がなされることを

確認できた。（以下、図 3.4参照） 

 

 

図 3.4 第三者侵入検知時のドローンの飛行制御 

（人がドローンポートから離れ着陸を再開するシーン） 

 

課題： 

① 離陸してから着陸するまで、飛行中の機体位置を遠隔監視地点においてリアルタイムに表示する他

のサービスと連携する必要性が明らかになった 

② 実験専用機体を用いた検証だったため、他の機体でもシステムが正常に機能するか検証する必要は

残った。 

 

※契約期間外に実施した実証実験ではあるが、本事業に関連する内容の為、記載するもの。 

 

＜実証実験＞ 

実証実験概要は以下図 3.5の通り。 



 

図 3.5 実証実験概要 

 

実験結果： 

①モジュールを用いて一連の輸送実験を行うことで、一般機体も同システムにおいて運用が可能であ

ることを確認できた。 

（着陸誤差 数センチ程度（１０ｃｍ以内）） 

 

参考：公開実験では、飛行中の機体に異常が検知され、飛行を中止したことで検証が行えなかった

が、事前に実施した計６回のリハーサルを通じて必要な検証結果を得ることできた。 

 

② 全ての飛行過程において、機体の位置及びドローンポートの状況等をリアルタイムで監視可能な事

を確認できた。 

 

課題： 

実験専用機とは異なる機体のフライトコントローラーとの接続調整や、一時的な電波受信状況悪化に

よる通信途絶など、様々な事象が発生した。 

 

（事象１：フライトコントローラー側の接続調整難航） 

物流用ドローンポートシステムでは、モジュールから機体のフライトコントローラーに対して機体制

御の為の情報を伝達し、当該情報を受けてフライトコントローラーが機体を制御するが、フライトコ

ントローラー側での調整に時間を要した。 

今回の実験を通じて、他のフライトコントローラーとの接続調整におけるノウハウなども得られた

為、より接続調整が容易になるように接続仕様の明確化及びマニュアルの整備を行っていきたい。 

 

（事象 2：一時的な電波受信状況悪化による通信途絶） 

実験参加者が多く集まり、元来電波強度の低い現地 WiFi回線への負荷が高まったことで、一時的に物



流用ドローンポートシステム側の電波受信状況が悪化し、統合管理クラウドとの接続に支障を来し

た。 

今後は、他の電波帯使用による冗長化など、周辺の通信環境に応じた受信機能強化の検討が必要。 

 

（２）ITを利用した物流用ドローンポートの統合管理クラウドの開発 

本研究開発においては、各ドローンポートの情報およびドローンポートに着陸するドローンの情報に

ついて、Web上で各ドローンポートの情報・ドローンの情報・ドローンの離着陸の可否を閲覧表示可能

なシステムの開発・検証を行った。今回開発を行った統合管理クラウドのインターフェースは以下図

3.6の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 統合管理クラウドインターフェース 

 

当該システムに搭載されている機能は以下の通り。 

①地図表示 

 地図を表示し、当該地図上に以下のような様々なデータを表示させることが可能。 

 人口集中地区情報 

 空港情報 

 その他重要施設情報 

 ドローンポート位置 

 飛行計画 

②ドローンポート情報表示 

 各ドローンポートの詳細情報を確認することが可能。確認できる情報は以下の通り。 

 ドローンポート基礎情報(名称、識別番号、緯度経度など) 

 ドローンポート周辺のリアルタイムカメラ映像(WEBカメラを通してポートの周辺情報を

リアルタイムに確認可能) 

 ドローンポート周辺の風シミュレーション情報 



 離着陸誘導状態表示 

 ドローンポート使用可否情報 

 ドローン接近情報 

 

③機体情報管理 

 運航する機体の基礎情報（メーカー名、モデル、重量、サイズ、画像など）を登録可能。 

④荷物情報管理 

 運航する荷物の基礎情報（荷物名、受取日時、サイズ、重量、画像、荷主情報など） 

⑤アカウント管理 

 システムにログイン出来るアカウントを制御することが可能。 

⑥運航計画設定・表示 

 運航計画(ルート、飛行開始時刻、作業予定時刻など)を設定可能。 

⑦リアルタイム情報オーバーレイ表示拡張機能 

 離着陸危険状態(強風や、侵入者有)や、風情報のリアルタイム表示。 

 (更新速度を 5秒から、最大 1秒まで縮めて検証) 

（３）物流用ドローンポート連絡会の開催 

 物流用ドローンポートの研究開発にあたっては、標準化や国際化を視野に入れ、物流事業者等の意

見を聴取し開発を行うことが重要であることから、「物流用ドローンポート連絡会」を２回開催する。

なお、連絡会の運営については、国土交通省総合政策局と連携して行うものとする。 

以下の会が開催された。 

＜第 5回物流用ドローンポート連絡会＞ 

日時：平成 29年 12月 6日（水）10:00～12：00 

場所：中央合同庁舎 2号館 低層共用会議室 3B 

 

＜第 6回物流用ドローンポート連絡会＞ 

日時：平成 30年 2月 28日（水）15:00～17：00 

場所：中央合同庁舎 2号館 16階国際会議室 

 

 

  



（４）物流用ドローンポートシステムの実用化に向けた課題と対応策の机上検討 

 物流用ドローンポートを実用化する上での下記課題の対応策の机上検討を行い、検討結果を図・表

を用いて図 3.7の通りまとめた。 

検討する課題：想定顧客、設置地域、コスト、構成、素材、設置方法、フェイルセーフ 

 

  
 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

図 3.7 机上検討検討結果 

 

  



（５）過疎地における物流用ドローンポートシステムの利用マニュアル作成 

 過疎地において、物流用ドローンポートシステムを運用する為の実務マニュアルを作成した。マニ

ュアルの見出しは以下の通り。 

 

 



 

 

３．結論 

 本年度の研究活動により、当初の目的であった「ドローンによる物流を実現するために、安全に自

動離着陸が可能で、且つ安価に設置できる物流用ドローンポートシステムを開発する事」が概ね実現

された。現状のドローンポートシステムは安価ではないため、今後コストダウンを図ることが課題で

ある。 
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